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〔報告５〕
北九州市と韓国の地域間連携と今後の課題
森　 脇　 喜　 一
（九州国際大学国際関係学部特任教授）
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要　旨
　北九州市が環黄海経済圏に着手して15年余りの年月が流れた。本稿で
は、まず北九州市の対韓貿易の変化を通じて韓国との産業連携の特徴を明
らかにする。次いで韓国企業の技術革新や地方自治体の環境再生に貢献し
てきた北九州市の実績を述べ、韓国３都市との比較を通して北九州市の位
相変化の原因をさぐる。最後に北九州市の発展戦略の一環として、環黄海
圏にシフトした「国際化教育事業」の重要性を述べる。
キーワード
　環黄海経済圏、東アジア（環黄海）都市会議、東アジア経済交流推進機
構（OEAED）、国際化教育、中国・韓国語圏、高品質フラットロール製
品、浦項製鉄（POSCO）、産業高度化事業、太和江復活プロジェクト、
広域光陽湾圏構想、光陽湾圏経済自由区域計画、仁川経済自由区域計画、
超広域経済圏、釜山・鎮海経済自由区域計画、エア・プサン。
はじめに
　北九州市における「環黄海経済圏」への取り組みは、1989年９月に㈶国際東
アジア研究センターが最初の共同研究プロジェクトとして着手した「環黄海地
域の経済・社会開発の方向と望ましい協力のありかた」にはじまる。その後、
黄海を取り巻く中・韓両地域1との連携を進めることで、地域経済活性化を図
る方向性は「東アジア（環黄海）都市会議」へと受け継がれた。
　1991年11月、互いに姉妹関係を結ぶ日韓中６都市（北九州・下関・仁川・釜
山・大連・青島）の研究者と経済界代表による会合が北九州市で行われ、93年
11月に第１回目の市長会議と経済人会議会議が北九州市で開催された。その
後、両会議は2004年まで個別に開催されてきたが、煙台・天津・蔚山・福岡の
１　同研究プロジェクトでは、環黄海経済圏の領域を「遼東・山東両省と韓国の西海
岸、日本の九州・山口の三つを含む地域」としている。西村明・渡辺利夫編，『環黄
海経済圏』，九州大学出版会，1991，ｐ1
　しかし、韓国東海岸に位置する蔚山市の加入に依って韓国の領域は「韓国主要都
市」に拡大した。
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４市が会員都市に加わり、2000年からは日韓中10都市で「東アジア（環黄海）
都市会議」が運営されるようになった。
　しかし、行政主導の市長会議と経済界主導の経済人会議の個別開催では、①
会議開催頻度が少ないため議論が深められず共通課題の解決に至らない。②経
済人会議の分離開催は具体的なビジネス展開に繋がらない。③行政レベルだけ
では東アジアを牽引する都市間ネットワークの形成と推進に限界がある2など
の問題点が指摘され、2004年11月、市長会議と経済人会議を統合する形で、「東
アジア経済交流推進機構（OEAED）」3に発展改称された。
　同機構は、「環黄海圏の潜在能力を活かし、域内の地域と都市の連携を核と
した新たな産業・企業育成政策、ひいては雇用拡大に結びつく域内の地域連携
策を策定し、当経済圏全体の発展に資する」4ことを目的とし、分野別に具体的
な施策を検討・実施する部会制を導入。現在、ものづくり部会、環境部会・観
光部会・ロジスティク部会など、４つの部会で10都市共同の事業展開が図られ
ている（図１）。
　しかし、こうした経緯のなかで地域経済はますます中国や韓国に依存するよ
うになり、嘗て主導的な役割を果たした北九州市の影響力は徐々に低下してきた。
　以上の点から、１章ではこの15年間の対韓貿易の変化を通じて韓国との産業
連携の特徴を明らかにし、２章では韓国企業の高度化に貢献した㈶北九州国際
技術協力協会（KITA）の役割と、韓国の地方自治体が活用した北九州市のノ
ウハウについて述べる。そして、３章では韓国の会員３都市（釜山・仁川・蔚
山）と北九州市の主要指標を比較するなかで、北九州市の位相変化を可視化
し、４章では北九州市の新たな発展戦略として、環黄海圏にシフトした「国際
化教育」の重要性を述べる。
２　山下彰一、「環黄海における都市間連携の方向」、『東アジアへの視点』、ｐ53、国際
東アジア研究センター、2005
３　東アジア経済交流推進機構ＨＰ（http://www.pysih.net/j/）参照
４　山下彰一、前掲書、ｐ53、
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（図１）OEAEDの重点課題と共同プロジェクト
１章．貿易統計に見る北九州市と韓国の産業連携
　北九州市が環黄海経済圏構想に取り組み始めた1991年から2006年までの対外
貿易の推移をみると、この15年間で輸出総額は約1.8倍になった。しかも、
1991年の北九州港の国別輸出比率は対米輸出が全体の23％を占め、対中輸出
（６％）、対韓輸出（12％）を大きく上回っていたが、2006年になると対米輸出
の割合は８％に激減し、その一方で中国や韓国への輸出がそれぞれ増加した。
北九州港の地域別輸出に占める「中国・韓国語圏」5への輸出比率は全体の55％
を占めるようになった（図１−１）。
５　言語経済学的知見による概念、韓国語や中国語を国語とする地域を指す。中国語圏
とは中華人民共和国と中華民国（台湾）を意味する。
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（図１−１）北九州港の国別輸出推移
その他
輸出額その他 輸出額
　2000年以降、中国向け輸出の増加は全国的な傾向であるが、北九州港の場
合、全国或いは博多港に比べ韓国への輸出比率が高く、韓国が金融危機に見舞
われた1997〜98年を除けば、年平均16％前後で推移してきた。こうした背景に
は、韓国内産業の高度化に応じて北九州港から輸出される製品が高付加価値化
したことが挙げられる。1991年当時、北九州港からの輸出製品は鉄鋼の他、金
属加工機などの一般機械が中心であったが、2000年以降、鉄鋼に加え電子回路
や半導体製造装置が主流になり、近年では高品質フラットロール製品の輸出が
増加している。（表１−１）。
（表１−１）北九州港の国別輸出額（2007年）
順位 国　名 金額（億円） 構成比
１ 中華人民共和国（中国） 2,345 23.4％
２ 大韓民国 1,565 15.6％
３ 中華民国（台湾） 1,334 13.3％
４ アメリカ合衆国 734 7.3％
５ タイ 576 5.7％
- - -
- - -
（総　額） 10,027 100％
※ 韓国への輸出品目の内、鉄鋼が35.7％を占め、鉄鋼製品の79.7％はフラットロール製品
である。
出所：北九州市貿易統計から作成
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　一方、2007年の北九州港の国別輸入を見ると、中華人民共和国（中国）から
の輸入が総額の33.1％（3,155億円）を占め、韓国からの輸入額は614億円
（6.4％）で、タイに次ぐ４番目の規模である。韓国からの輸入品目としては鉄
鋼（22％）や有機化合物（18％）など素材製品が多く、鉄鋼の中ではスラブや
ブレームなど粗鋼製品の割合が高い6。
　韓国からの輸入は1998年頃まで衣類・繊維・履物など軽工業製品が中心で
あったが、労働集約型産品の生産拠点が中国にシフトしたことから、韓国内で
は産業の高度化が図られ、技術集約型産品の輸出振興策が採られた。その結
果、北九州港に入る韓国製品も一般機械類や石油化学製品の割合が増えた。
2000年の対韓輸入の内訳を見ると、一般機械・化学製品が49％で、衣類・繊維
等が20％、鉄鋼が８％であった。
　しかし、ここで注目すべき点は、2000以降、韓国からの鉄鋼（粗鋼）輸入が
年々増加していることである。
　国際鉄鋼協会（IISI）の2007年総計によれば、韓国の国民一人当たり鉄鋼消
費量（1,135㎏）は世界一で、２位の台湾（781㎏）、５位の日本（625㎏）に比
べかなり多い。韓国内の建設需要や造船、自動車、機械、家電などの輸出増加
に伴い、自動車用や船舶用の高品質フラットロール製品の需要が増加してきた
ことから、粗鋼製品を日本に輸出し、それを基に製造された熱延・冷延鋼板や
銅・亜鉛メッキ鋼板、電磁鋼板などのフラットロール製品を日本から輸入して
いる。港湾別に見ると日本全体のフラットロール製品輸出の8.6％（1,763億円）
が北九州港から輸出され、その内の約30％が韓国向けである7。
　周知の通り、新日鉄と浦項製鉄（POSCO）は世界的な鉄鋼業界再編に備え
て、資本・業務提携を強化し、最終製品に加工する前の半製品を相互に供給す
ることで環境対策や原料調達の面においても連携を図っている。こうした鉄鋼
業界の日韓連携が北九州市の貿易統計にも表れているが、2007年７月、ひびき
６　「北九州貿易統計」2008年度版、北九州市経済産業局
７　「鉄鋼フラットロール製品の輸出について」、門司税関報告書、平成19年６月26日
九州国際大学経営経済論集　第16巻第３号 （2010年３月）
―　　―105
コンテナターミナル隣接地に進出したアジア特殊製鋼㈱8は北九州市と韓国と
の産業連携を象徴している。
２章．韓国の地域づくりに貢献した北九州市のノウハウ
　90年代末頃から本格化した韓国内の産業高度化事業を語る上で、（財）北九
州国際技術協力協会（KITA）の果たした役割は大きい。KITAでは日韓国際
環境賞受賞（1995年）以後、日韓財団の委託によって韓国企業技術者向け研修
に取り組んだ。品質管理や生産・行程管理などモノづくりに係る研修に参加し
た研修生は延600人に達した（図２−１）。
（図２−１）KITAの海外研修生受け入れ実績
８　同社はPOSCOの子会社であるポスチール(株)と寿工業(株)の協同出資会社で、資本
金は30億円。主に造船や産業機器、自動車部品向けのインゴットを年間15万トン生産
する計画。
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 また、中小企業向け研修セミナーを韓国各地で開催し、韓国短期専門技術者
派遣事業を通じて、生産性向上技術を中心に韓国の中小企業経営者や管理者向
けの指導を行った。KITA派遣技術者が現場指導した韓国企業は1999年から5
年間で延40社に及び、北九州市に蓄積されたノウハウは韓国企業ばかりでな
く、韓国の地方自治体でも広く活用された。
　北九州市の環境再生ノウハウが活用された代表的な事例として、蔚山広域市
の「太和江復活プロジェクト」があげられる。
　韓国東海岸に位置する蔚山市では、特定工業地区に指定されて以降、1960年
代の急速な経済成長によって大量の工場排水が放流され、90年代末頃には蔚山
の代表的な河川である太和江の汚染が深刻化。魚の大量死が発生し、悪臭を放
つ「死の川」になってしまった。
　こうした状況を改善するため、行政・市民・企業が連携して「太和江水系生
態復元事業」や「主要支流水質改善事業」に取り組んだ。洞海湾浄化や紫川の
再生など、水環境を改善した北九州市の経験を学ぶため蔚山市の関係者が北九
州市を訪れ、北九州市の環境専門家が蔚山市で環境改善に関する研修やセミ
ナーを開催するなど、両市間の環境交流が活発に展開された。アユやサケが
戻ってきた太和江では2005年８月にカワウソの生息が確認され、下流地域は冬
の渡り鳥であるシラサギなどの生息地になった。2007年には「持続可能発展基
本法」が制定され、現在では全国規模の各種水上スポーツイベントが太和江流
域で開催されている。
　また、北九州市の５市合併をモデルにした事例として、韓国西海岸の麗水市
で展開された「広域光陽湾圏構想」を挙げることができる。
　1983年４月、韓国の建設省は第二次国土総合開発計画（1982〜1991年）の一
環として「広域光陽湾開発計画」を発表した。これに伴い、光陽製鉄所や石油
化学工業団地、コンテナターミナルなどの産業基盤が集積する４市３郡（麗水
市・麗川市・順天市・東光陽市・麗川郡・昇州郡・光陽郡）の合併が検討され
た。当時、合併推進派の崔相哲・ソウル大教授は「広域光陽湾圏と似た条件を
九州国際大学経営経済論集　第16巻第３号 （2010年３月）
―　　―107
有する百万都市・北九州市がモデル」と語り、地元テレビ局が北九州市を長期
取材し、特集番組を放映するなど盛り上がりを見せた。
　その後、98年４月に麗水市・麗川市・麗川郡の２市１郡が合併して「新麗川
市」が誕生した。現在では、韓国最大規模の生産能力を有する石油化学工業団
地、韓国第２位の水産業を誇る人口33万人の都市に成長。「光陽湾圏経済自由
区域計画」の一翼を担い、2012年には国際海洋博覧会（EXPO 2010）が開催
される。
　こうした事例の他にも、仁川市消防本部職員向けの「火災原因調査研修」や
韓国自治体向け「環境研修」事業を展開し、北九州市に蓄積されたノウハウは
韓国のモノづくりや地域づくりに大きく貢献してきた。しかし、韓国や中国と
の都市間連携に着手して15年の歳月が経過した今日、かつて北九州市の後を
追っていた韓国の諸都市は、既に北九州市を追い越し、韓国を牽引する推進力
を蓄え成長している。
　そこで次章では、北九州市の姉妹都市である仁川市、並びに「東アジア経済
交流推進機構（OEAED）」の会員都市として緊密な交流関係にある釜山市、
蔚山市の現況を述べ、これら３都市との比較を通じて北九州市の位相変化を明
らかにしたい。
３章．日韓４都市比較から見た北九州市の位相
　韓国の３都市（仁川市・釜山市・仁川市）はいずれも人口100万人以上の大
都市で、行政分類上、「広域市」9と呼ばれ、日本の政令指定都市に比べ独立性
と権限を有している。しかも、これら３都市と北九州市は地域の産業構造な
ど、多くの類似点がある。
９　市人口が100万人以上であることが広域市となる要件。日本の都道府県に相当する
広域地方公共団体である道の所属から独立する点、市内に郡を属させることができる
点、この郡及び区は各々が自治体としての地位を持つ点などが、日本の政令指定都市
と異なる。広域市は３市ほか、光州市、大邱市、大田市の計６市である。
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　⑴　韓国３都市の現況
　仁川広域市は、首都ソウルに隣接する人口270万人の港湾都市で、黄海沿岸
に位置する中国諸都市との往来が活発な、韓国で最も将来性が期待される都市
である。特に、東アジア地域のハブ空港として定着してきた仁川国際空港は、
2001年3月の開港以来、航空路線が拡がり続け、2009年12月末現在、航空61社
が48カ国146都市に就航。年間延３千万人が利用し（表３−１）、国際空港協議
会（ACI  : Airports Council  International）の空港サービス評価（ASQ; 
Airport Service Quality）で、４年連続、世界空港最高賞 （Best Airport 
World wide） を受賞するなど、利便性の面でも国際的な評価を高めている
（図３−１）。
（表３−１）仁川国際空港の現況（2008年12月末現在）
区　分 運　航（回） 乗　客（名） 航空貨物（トン）
国 際 線 173,406 29,563,380 1,663,074
国 内 線 4,113 410,142 322
合　　計 177,517 29,973,522 1,663,396
１日平均 487 82,120 4,558
前 年 比 －0.1% －4.0% －5.2%
（図３−１）国際空港協議会の空港サービス評価（2009年度）
区 分
Best Airport
Worldwide
Best Airport in
Asia-Pacific
Best
Airport
Airport People
Awards
１位 仁川 仁川 仁川
アジア：仁川
欧州：サウスハンプトン（英）
北米：ハリファックス（カナダ）
２位 シンガポール シンガポール シンガポール
３位 香港 香港 ミネアポリス
　また、仁川国際港と中国を結ぶ海上航路として、丹東（丹東フェリー）、大
連（大仁フェリー）、営口（汎営フェリー）、天津（津川フェリー）、煙台（韓
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中海運）、威海（威東航運）、石島（華東海運）、青島（威東航運）などが運航
している。
　さらに、2003年10月に発表された「仁川経済自由区域計画」では、三地区
（松島・永宗・青羅）それぞれに相互補完的な開発目標が立てられ（図３−
２）、日本、中国、ロシアのゲートウェイとして、東北アジアの物流・ビジネ
ス・金融の拠点形成をめざしている。なかでも、計画人口25万人の松島地区で
は、知識基盤産業の集積地として国際業務、R&D、先端製造業を誘致するな
ど国際貿易拠点都市、知識情報文化都市として開発が進んでいる。
（図３−２）仁川経済自由区域に指定された三地区
　釜山広域市は首都ソウルに次ぐ韓国第二の都市で、人口360万人を要する韓
国最大の港湾・観光都市でもある。歴史的に見ても古くから日本、特に九州と
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の往来が盛んで、現在、下関・福岡両市と姉妹関係にある。
　金海国際空港からは日本・中国を中心に航空21社が世界12カ国25都市に就航
している。
　また、海上航路としては釜山国際港を起点に、福岡（高麗フェリー、ＪＲ九
州高速船、未来高速）及び下関（関釜フェリー、釜関フェリー）、対馬（大亜
高速海運）、大阪（パンスターライン）などが運航し、日本をはじめ年間160万
人の外国人観光客が釜山を訪れている（表３−２）。
（表３−２）釜山市訪問観光客の推移
出所：韓国観光公社資料より作成
　1876年、韓国初の国際港として開港した釜山港は輸出前進基地であると共
に、海洋水産業の中心地として韓国東南経済圏の中核を成し、韓国の総海上輸
出貨物の40％、コンテナ貨物の77％、全国水産物の40％を処理している。特に
中国向け貨物の国際積換基地として成長した釜山港のコンテナ取扱量は2000年
に世界３位となった。しかし、貨物の増大に港湾整備が追いつかず、背後地が
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足りない等の問題を抱え、2006年以降には中国向けコンテナ貨物が上海港、深
圳港で処理されるようになった（図３−３）。
（図３−３）世界の主要コンテナ取扱港
　国内外からの激しい追い上げの中で、成長力に陰りを見せ始めた釜山を梃入
れするため、韓国政府は2003年10月に「釜山・鎮海経済自由区域計画」を発表
した。同計画によれば、2020年までに釜山広域市江西区と鎮海市一帯約１万
haに７兆７千億ウォンを投入して、港湾・物流中核地域（釜山・鎮海地域）
や外国人住居・先端生産基地（釜山・鳴旨地域）、機械・自動車関連企業誘致
地域（釜山・智士地域）、経済自由区域生活中心地（鎮海・頭洞地域）、レ
ジャー中心地域（鎮海・熊東地域）を開発。想定居住人口を約24万人とし、釜
山・鎮海経済自由区域を成功させるためには、港湾・物流基盤施設の拡充が必
須条件であることから、2011年までに30バースのコンテナ埠頭を建設。2006年
までに６バースが優先的に建設される。
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　さらに、釜山市と福岡市が中心的な役割を担いながら、韓国東南部と九州を
一つの経済圏とする「超広域経済圏」を提唱した。昨年８月に釜山で調印され
た合意書によれば、両市は釜山・福岡超広域経済圏形成のための共同宣言文に
基づき、グローバル超広域経済圏形成の協力事業として４大基本方針、９戦
略、23細部推進事業、64課題を共同推進するとしている。
　こうした一連の発展戦略のなかで、今年３月には釜山市の第３セクター航空
会社「エア・プサン」が釜山－福岡線に就航する。
　1997年７月に広域市に昇格した蔚山市は人口110万人で、韓国最大の重化学
工業地帯を形成している。1983年以来、世界一の船舶受注高を誇る「現代重工
業」は世界の大型船舶の15％を建造しており、現代自動車も世界第７位の自動
車メーカーとして年間４百万台を生産している。また、一日当たり原油精製能
力がアジア第４位の「ＳＫエネジー」は、単体工場精製基準ではベネズエラ国
営石油会社に次ぐ世界第２位である。こうした蔚山市の都市力を各指標で表す
と、韓国で最も財政が豊かな自治体であることがわかる（図３−４）。
（図３−４）蔚山広域市の「都市力」
１．情報化指数・・・全国１位 ＜2007年、韓国インターネット振興院、米 ComScore＞
　　インターネット普及率：82.9％（全国平均65％、豪州62％、香港59％、日本49％）
２．輸出額・・・全国１位（788億ドル、全国比18.6％）
　　京畿道（611億ドル）、慶尚南道（568億ドル）、慶尚北道（476億ドル） ＜2008年、韓国貿易協会資料＞
３．１人当り域内総生産・・・全国で最も高い（ 3,837万ウォン） ＜2006年、韓国統計庁＞
４．事業所増加率・・・７大都市の中で最も高い（0.92％）
　　ソウル（－1.01％）、釜山（－0.27％）、（仁川：0.45％） ＜2006年、地方行政総合情報公開システム＞
５．失業率・・・７大都市の中で最も低い（2.6％）
　　ソウル（4.0％）、釜山（3.9％）、全国平均（3.2％） ＜2007年、韓国統計庁＞
６．市民平均年齢・・・全国で最も低い（34.2歳）
　　全国平均：36.5歳 ＜2007年、韓国統計庁＞
７．勤労者平均年収・・・全国で最も高い（ 43,262千ウォン）
　　全国平均：25,818千ウォン ＜2006年、韓国統計庁＞
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　⑵　韓国３都市と北九州市の比較
　「東アジア経済交流推進機構（OEAED）」の会員都市である韓国３都市の現
況を大まかに見てきたが、北九州市がこれらの都市と連携を深め始めた1991年
から2007年までの間にどのような位相変化があったのか、幾つかの指標を基に
分析してみたい。
　先ず、市域人口の推移を見ると、この16年間で北九州市の人口は100万人を
割り込み、釜山市の人口も27万人減少した。しかし、仁川市の人口は74万人増
加し、年平均で約５万人増加している。これは仁川市が首都ソウルの機能の一
翼を担う都市であり、ソウル・仁川間に工業団地が造成され、ソウル首都圏に
点在していた中小企業の多くが移転したことによるものである（図３−５）。
（図３−５）４都市の人口推移
北九州市 釜山市 仁川市 蔚山市
（単位：万人）
出所：北九州統計年鑑、韓国統計庁「KOSIS国家統計ポータルサイト」から作成
　1991年の北九州市の市内総生産額は韓国の３都市に比べ倍以上であった。し
かし、この15年間、北九州市がほぼ現状を維持したのに比べ、韓国の３都市は
飛躍的な成長を遂げた。勿論、これら３都市には韓国の成長戦略を牽引する都
市として国家財源が集中的に投下されたが、釜山市は16年間で３倍、仁川市は
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12年間で４倍、蔚山市は９年間で２倍とそれぞれ飛躍的な成長を遂げた（図３
−６）。
　特に、釜山市の場合、70年代中頃まで食品・纎維・履物・合板産業などの軽
工業を中心に経済成長を遂げ、アジア通貨危機以降は高付加価値産業への構造
改編に取り組み、菉山（ノクサン）と新湖（シンホ）に産業科学団地を造成。
自動車産業などの高付加価値産業を誘致して中小企業支援を積極的に行った。
現在、釜山経済をリードする10大戦略事業を選定して集中的な投資が行なわれ
ているが、歴史ある国際港湾都市としての立地条件を生かして、映画・映像や
観光・コンベンション、金融などのソフト産業の振興に力を入れている。
（図３−６）４都市の市内総生産推移
北九州市 釜山市 仁川市 蔚山市
（単位：億円）
注：１円＝10ウォンで計算　
出所：北九州統計年鑑、韓国統計庁「KOSIS国家統計ポータルサイト」から作成
　４市のなかで輸出額が飛びぬけて多い蔚山市は、現代自動車や現代尾浦造船
や現代重工業など現代グループの企業城下町であり、韓国最大の石油コンビ
ナートを有している。そのため、韓国の自治体10のなかで輸出額が最も多く、
韓国全体の18.4％を担っている。（図３−７）
10　韓国の自治体は、特別市⑴、広域市⑹、道⑼である。
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　輸出品目別では石油製品が30.5％を占め、船舶（16.6％）、自動車（15.9％）、
石油化学製品（14.4％）、非鉄金属（4.2％）の順。輸出先としては中国
（17.1％）が最も多く、北米（7.9％）、日本（6.4％）と続き、地域別ではアジ
ア地域への輸出が全体の46％を占める。
（図３−７）４都市の輸出額推移
北九州市 釜山市 仁川市 蔚山市
（単位：百万ドル）
注：＄１＝100円で換算
出所：北九州市貿易統計年鑑、韓国貿易協会「KITA.net」から作成
　４市の輸入額推移を見ると、釜山が減少した半面、仁川の輸入額が増えてい
る。これは仁川国際空港及び中国からの輸入が仁川港にシフトしていることを
物語っている。（図３−８）
　また、輸出額同様、輸入額においても蔚山市が最も多い。なかでも原油の占
める割合が64.4％で最も多く、次いで金属鉱物、石油化学製品、非鉄金属、鉄
鋼製品の順。原油の3分の1はサウジアラビアから輸入している。
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（図３−８）４都市の輸入額推移
北九州市 釜山市 仁川市 蔚山市
（単位：百万ドル）
注：＄１＝100円で換算
出所：北九州市貿易統計年鑑、韓国貿易協会「KITA.net」から作成
むすび（今後の動向と北九州市の課題）
　これまで述べてきたように、1991年から環黄海圏構想に取り組みはじめた北
九州市は域内の地域連携を図るため大きな役割を果たしてきた。製造業分野に
おける生産技術の高度化や自治体が取り組むべき環境再生のノウハウなど、韓
国の３都市が先進的な自治体に成長する過程で北九州市の経験が役立てられ、
今日では中国においても北九州で培われた技術が活用されている。
　しかし、15年余りの歳月が経過するなかで北九州市の影響力は徐々に低下し、
むしろ韓国の自治体から学ぶべき点が多く見受けられ、教える立場から学ぶ立
場、共に問題点や課題を解決する意識が求められるようになってきた。
　鉄鋼や石油化学など北九州を代表する素材産業は、既に新たな日韓連携モデ
ルを構築しており、活発化する韓国や中国との人的交流を地域の活性化につな
いで行くことが行政や市民にとって大きなテーマになっている。まさに、「モ
ノづくり」をＰＲする段階から、環黄海圏のエネルギーを地元に引き込み、且
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つ北九州の魅力を環黄海圏に発信できる「ヒトづくり」の段階へと、取り組む
べき課題がステップアップしている。
　姉妹都市・仁川で進められている経済自由区域計画は海外から知恵・カネ・
人材を呼び込むため、大胆な諸施策11を打ち出した。なかでも、外国企業を誘
致するため、経済自由区域内では英語を公用化して公文書や看板等に英語を併
記し、公的機関として外国人学校を設立する計画は、複数の外国語教育を義務
化12している韓国にあって、仁川地域の戦略性を考慮した施策といえる。
　しかし、日本では地域の発展戦略と複数外国語教育の関連性について広く論
じられることはなく、「東アジア経済交流推進機構」を構成する日本側の３都
市においてすら、韓・中両言語教育への取り組みが議論されたことはない。日
韓中の都市間連携の強化や次世代交流の重要性を謳いながら、その基本的な
ツールである当該言語教育への関心が低い日本側の姿勢は、日本語教育に熱心
な韓国や中国の諸都市にとって理解しがたいことであろう。
　九州の将来にとって韓国や中国は掛け替えのない近隣地域であり、既述した
韓国の３都市は北九州市の発展戦略を考えるうえで貴重なヒントを与えている。
取り分け、70年代初めから英語の他、日本語や中国語を含む７つの外国語を必
須選択科目として提供してきた韓国の中等教育段階の外国語教育制度に学ぶ点
は多い。
　以上の観点から、北九州市が率先して取り組むべき課題を以下の通り提案する。
11　経済自由区域法に基づき、⑴法人税、所得税の減免（３年間100％、その後２年間
50％の減免）土地賃貸料減免、労働規制の緩和などの優遇措置。⑵外国人投資企業、
外国人投資環境改善施設の運営者に国、地方自治体、政府投資機関が所有する土地、
工場などの賃貸料を50年の間減免できる。⑶ドル、ユーロ、円など主要外国通貨を自
由に使用できるよう金融環境を整備。⑷行政への申請が一箇所でできるようワン・ス
トップ行政支援サービス、英語行政書類の受付等英語公用語サービスを提供。⑸外国
人学校と病院の設立および各種文書の英語での発刊等、外国人の住みよい居住環境づ
くり。等がされている。
12　韓国の高等学校では必須外国語である英語の他に、第２外国語必須選択科目として
日本語・中国語・スペイン語・ドイツ語・フランス語・ロシア語・アラビア語を提供
（語種選択は学校の判断による）。全体の７割近くの高等学校で日本語教育を実施。
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１　日韓中10都市「教育・文化交流フォーラム」の設置
－先ず日韓の教育・文化交流を促進するため、日韓６都市の大学・行
政・教育関係者で、共同教育プログラム、共通教材の開発、学生・教
員の交流促進、共通の学位・単位互換制度などの枠組みをつくる。
２　東アジア地域をリードする人材の育成
－韓国学、中国学、東アジア学など、大学における環黄海圏地域研究を
充実させる。
３　隣国言語（韓国語・中国語）教育の充実
－中・高等学校における韓国・中国語の必須選択科目化
－市内大学における韓国語・中国語教育の拡充と高度化
　こうしたグローバルな外国語教育の実施に向け、国（日本政府）を動かすこ
とが、今日まで日韓中10都市間の連携をリードしてきた北九州市の役割であろう。
